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○大村委員 ぜひ、その努力をしっかりと進めていただきたいというふうに思います。また、引き続き我々もフ

ォローをしていきたいというふうに思います。 

 さて、お待たせをいたしました。民主党の案につきまして御質問させていただきたいと思います。 

 今回、この障害者自立支援法に対しまして、民主党さんの方から対案という形で法案が、大変短い期間の中で

大変御努力をされたということ、これは評価をしたいというふうに思います。こういう形で対案を出されて、そ

して、中身についてはこれから一つずつ申し上げたいと思いますけれども、こういう形で議論を進めていくとい

うことは、私は大変結構なことだろうと思いますし、そういう意味では、せっかくお出しいただいたものですか

ら、少し中身を見させていただいて、きょうはぜひ山井委員と園田委員と、そんな肩に力を入れずに、ざっくばら

んにいろいろ意見のやりとりができれば、そんなことで、ちょっと御質問をさせていただきたいというふうに思

います。 

 まず、マニフェストですね。この間の選挙の民主党のマニフェストとの関係について御質問をさせていただき

たいというふうに思います。 

 この点については、補助金の全廃、もうほとんど生活保護費以外の全廃のことを言っている。それはまた後ほ

ど御質問あろうかと思いますが。私はまず、この民主党のマニフェストの二十五ページの、「介護保険の適正化、

障がい者福祉の拡充に取り組みます。」というところの項目の中で、「二〇〇五年の法改正で先送りされた被保険

者と受給者の範囲の拡大（介護保険のエイジフリー化）を二〇〇九年度から実施します。」こう書いてあります。

御存じのとおりですね。 

 それで、民主党さんというのはマニフェストを、前回の国会での介護保険の議論のときもそうなんであります

けれども、常にエージフリー化というのを主張されてこられた。私も、個人的には何となしにそのことを申し上

げてきたものでありますけれども、そういう中で、一貫して介護保険の対象年齢の拡大、その中で障害者福祉も

やるんだということを主張されてきたんですね。 

 だけれども今回は、今までの既存の法律をそのままにしている、そして支援費の制度をそのままにしている。

それで御負担はどうなるのか、まあ、それは取らないということなんでしょうけれども、そういう民主党さんが

今まで言われてきたこのマニフェストのことと今回の法案というのは、その方向が私は違うというふうに言わざ

るを得ないと思うのでありますけれども、その整合性という点はいかがでございましょうか。 

○山井議員 大村議員の質問にお答えいたします。 

 まず、冒頭ですが、本当にこういう貴重な時間を使って対案に対して質問をしていただきましたことに、心よ

り感謝を申し上げたいと思います。 

 それで、今回私たち、対案を出させていただきましたが、冒頭に一言申し上げますが、非常に評判がよくて、多

くの障害者の方々、団体の方々は、やはりこういう方がいいという声が圧倒的多数というふうに私は認識をして

おります。 

 先ほど尾辻大臣からも、やはり丁寧に利用者、障害者の方々の声に耳を傾けて議論していきたいという話があ

りましたが、やはり通常国会と違ってこういう対案が出たわけですから、そういう選択肢が出たわけですから、

じっくり、どっちがいいのかということを、まさにこれを決めるのは障害者の方々、現場の方々であると思いま

すので、そういう審議をしていきたいというふうに思っております。 

 また、与党の議員さんにおかれましても、まだまだもちろん不十分な点はあるかもしれませんが、民主党の対

案を出して、どちらがいいと思うということを、ぜひ地元の障害者の方々に聞いていただければと。 

 それで、質問に答えさせていただきます。 

 大村議員も、限られた時間なので、はしょっておっしゃったのかもしれませんが、私たちの対案の半分しかお

っしゃっていないんですよね。当面支援費を続けて、来年四月から精神障害者も入れていくということを書いて

いますが、その後にちゃんと、二年間かけて包括的障害者福祉法制をつくっていくということは書いているわけ

でありまして、それで「検討」の中でも、年齢拡大を進めていくということもこの法案の附則の中に書いているわ



けでありまして、全く整合性はとれているわけであります。 

 しかし、ここで非常に重要な部分は、政府・与党が言っている介護保険の普遍化、年齢拡大、エージフリーとい

うものの定義と、私たち民主党が言っております定義が明らかに違うと思いますので、これは議論が混乱すると

思いますので、私たち民主党が考えておりますエージフリー、ちょっと片仮名でわかりにくいので年齢拡大と言

いますが、そのことの三原則をこの場ではっきりと申し上げて、大村議員の誤解を解きたいと思っております。 

 まず一つ目は、あくまでも障害者福祉をよりよくしたい、障害者福祉により多くの財源を持っていきたい、そ

ういう思いで介護保険を一部障害者福祉に活用できるところは活用したいというのが私たちの基本的な考え方で

ありまして、老人の方向けの介護保険に障害者福祉を統合する、無理やりくっつけるということでは全くありま

せん。障害者福祉と老人の介護保険のニーズが全く違うのは明らかなわけですから、そこは、保険でできる部分

は介護の部分でするけれどもそれ以外は税でやるということ。 

 二番目は、当然、所得保障とセットでやるということ。 

 三つ目は、これは一番重要なことです。あくまでも当事者の方々の御理解がないと制度改正なんかできないわ

けですから、やはりじっくり時間をかけて、二年間、私たち民主党は時間をかけて、どういう年齢拡大だったら当

事者の方々が納得して安心してもらえるか、そのことをじっくり時間をかけてやりたいと思っております。 

 そう考えてみると、まとめると、民主党は、介護保険をいいとこ取りして障害者福祉をよくするために年齢拡

大をすべきと考えておりまして、障害者福祉のマイナスになるような年齢拡大、あるいは障害者の方々の理解や

賛同を得られないような強引で性急な年齢拡大、そして所得保障を伴わない年齢拡大は行わないし、反対をいた

します。 

 最後に一言つけ加えますが、やはり今回のやり方は非常に強引でありまして、障害者の方々と政府が信頼関係

を壊してしまったのではないかと私は思います。ですから、大村議員にお願いしたいと思います。もうこれで終

わりますが、質問をされるときには、自民党はこのことについてどう考えているのかというのを言って、民主党

に聞いていただきたい。私たちはマニフェストに入れて方向性は決めているんです。決めていないのは自民党な

んです。そのことを最後に申し上げて、答弁を終わります。 

○大村委員 質問に正確にお答えいただきたいと思います。 

 時間がありませんので、次に行きます。 

 ただ、一点申し上げますが、今、山井委員が言われたこと、マニフェストにはそこまで書いていないんですね。

介護保険の財源を使ってこちらであれするんだということは書いていないんですね。ただエージフリー化という

ことが書いてあるということ、これから見て、私は民主党のメンバーではありませんし、国民の皆さんもそこま

であれしない。ですから、マニフェストには介護保険のエージフリー化と書いてある、その点について、今回のも

のとはやはり違うんだなということは指摘をさせていただきたいというふうに思います。 

 次に、精神障害者に対する福祉施策についてお伺いをいたしたいと思います。 

 民主党の対案というのは、現行の法制度をそのまま残している、特に精神障害者の保健福祉をそのまま残して

いる、こういうことでございます。今回、精神障害も含めた三障害を一元的に取り扱うということをしておりま

す。これは、障害者基本法の理念からも三障害を一緒に扱いましょうということでこれまで進めてきている、そ

ういうものとはやはり違うということ。そして、多くの方々は三障害を一つにするということは評価をされてい

る、民主党さんもたしか評価をされておられたというふうに思うんですが、今回はこれを先送りされているとい

うこと。この点についてのお考えもお伺いしたいと思います。 

 もう一つ、時間もありませんのであわせてお伺いいたしますが、今回、民主党さんの法案の十二ページの第三

条でございますけれども、精神障害者の支援費の支給については、「別に法律で定めるところにより、平成十八年

四月一日からこれを実施する」というふうに書かれております。特別国会はもうあと少しで、十日ぐらいで終わ

るわけでありますけれども、この「別に法律で定めるところにより、」というのは、では来年の通常国会にお出し

になるのか、お出しになって来年の四月に施行するのかということなんですね。 

 では、それを前提にして、制度も中身もよくわからないのにどうやって予算を組むのか、予算を確保していく

のか、そして市町村とか都道府県、実際にこういう業務に、事業に携わる方々についてどういうふうな説明をさ



れるのか、準備期間もないわけでございます。そういう意味では、地方自治体そしてまた現場に混乱を招くとい

うことになると思います。要は、本当にこれが現実的なことかというのは、これを見ればだれもそう思えないと

思いますけれども、その点もあわせてお聞きをいたしたいと思います。 

○山井議員 大村議員、本当に私たちが一番訴えたいところを質問していただきまして、ありがとうございます。 

 最初に申し上げますが、三障害一元化、そしてあらゆる障害を包括した法制をつくっていく、これは多くの人

が賛成していることであります。しかし、大村議員、はっきり申し上げますが、多くの圧倒的多数の精神障害者の

方々は、政府案のこの拙速な三障害一元化に関しては大変危惧を持って、多くの方が反対をしております。その

ことを申し上げます。 

 つまり、どういうことかといいますと、精神も一元化するという理念、このことに関してはだれも反対しない

と思うんですね。問題は、まず一元化すると言いながら、その一方で精神障害者の方々にとって一番重要な一つ

である医療の部分の精神通院公費、三十二条の部分を打ち切ることになっているわけでありますね。これに対し

ては二十三万人の方が反対署名もしております。 

 同時に、精神障害者も一元化すると言いながら、ホームヘルプに関しても小規模作業所に関しても通所利用者

に関しても一割負担を入れて、精神障害者の方がサービスを受けにくくしている。 

 そして、三つ目。これももう御存じだと思います、拙速に政府がやっている障害程度区分で、一次判定では、何

と三人に一人の今既にサービスを利用している精神障害者の方が自立と判定されて、サービスが受けられない。

二次判定を入れても五％の人がサービスを受けられない。 

 だから、圧倒的多数の精神障害者関係の方々は、理念は賛成だけれどもこんな拙速にむちゃにくっつけられた

らたまらない、だからもっとじっくりやってくれと。今、大村議員は民主党案は先送りだとおっしゃいましたが、

逆に圧倒的多数の方々はもっと時間をかけてやってくれと。一元化の理念は方向性は正しいけれども、やはり今

までばらばらだったものをやっていくためには、この認定の問題も、介護保険の認定で精神障害者の方がすぐに

はかれるはずがないわけでありますね。そういう意味では、一元化という理念は政府案はすばらしいと思います

が、しっかり時間をかけてやるべきであると思っております。 

 それと、次の質問に移りますが、来年四月から精神障害者の部分を支援費に入れるのを別の法律でつくるとい

うのは時間もないし現場が混乱するのではないか、これも本当にすばらしい質問をしていただいたと思います。 

 まず、私たちは、特別国会、もう終わろうとは考えておりません。やはり十一月もしっかり審議をして、やろう

と思っておりますから、早急にこの法律はつくろうと思っております。自治体が混乱する、現場が混乱する、まさ

に皆さんに言いたい。二年半前に導入した支援費をこんな急に根本的に変える。大村議員、自治体が混乱すると

おっしゃいますが、私たちは既にある支援費に精神を入れるわけですから、自治体にとっては今ある制度ですか

らそれほど大変なことではないんです、根本的に変える政府案の方がよっぽど今自治体は混乱しております。 

 以上です。 

○大村委員 質問したことにお答えいただきたいというふうに思うんですけれども。 

 一つは、今申し上げましたが、要は、もし四月からやるんだったら今出していただけばいいじゃないですか、そ

このところ。出さないのにそれは国会が何か延長してどうのこうの、そういうことを言われても、とにかく今な

いものを前提にというのはちょっと無責任だ、私はこういうふうに言わざるを得ないと思います。これはまさに

現場は混乱をするということにならざるを得ないということを申し上げたいというふうに思います。 

 それから、時間がどんどんなくなっていきますので、次に参ります。 

 それでは次に、これはちょっと法案の内容についてお聞きしたいと思いますけれども、知的障害者福祉法の二

十五条二項の第一号、ここのところにグループホームの支援費についてのことが書かれております。これは法律

でありますから予算補助になっているわけでありますが、これを今回改正されて、二十五条にまた引かれており

ます。 

 この点について、要は民主党さんの案では、すべていわゆる在宅サービスなど他のサービスは義務的負担にす

る、しかしグループホームを除くと書かれているんですね。ということは、これはそのまま裁量的経費に残る、予

算補助に残るということに法律上はなるわけでございます。また、児童福祉法の第五十五条の二につきましても、



この「児童デイサービスに係るものを除く。」というものをそのまま引っ張っておられるわけでございます。とい

うことは、これも除くということで、義務経費にすべて移すということで言われておりますけれども、この部分

は裁量経費にそのまま残るわけでございます。 

 これについて、これからグループホームはやはり障害者の福祉施策の中で大変大事だ、これはふやしていくと

いうことでやっていこう、そういう意味で義務化をしていくというのが政府案ということであります。一方で民

主党さんの方は、これはそのまま置いてきぼり、残っているということでありますけれども、この点について、こ

れはいわゆる法案のミスということでよろしいのでございましょうか。ちょっとその点についてだけお考えをお

聞かせいただきたい。 

○山井議員 大村議員にお答えいたします。 

 正直言いまして、私たち、この対案を三週間でつくりました。その中で、日夜いろいろな議論をする中で、一日

でも二日でも一週間でも時間があれば、もっと完璧な法案にできるという思いで作業をしてきましたが、正直言

いまして、国会審議は待ってくれませんので、時間的な制約があったことも事実であります。 

 御指摘の知的障害者のグループホームの部分や児童デイの部分に関しても、私たちは法文の作成の際に議論し、

大変悩んだ部分でありました。そして、その部分をきっちりとこれから力を入れていきたいという思いは、大村

議員と当然思いを共有しております。 

 しかし、確かに時間的な制約、技術的な制約の中で、今回の法律の中で積み残している部分があることは私は

率直に認めねばならないと思いますが、その部分については、私たちの法案は二段階で、次の段階では包括的障

害福祉法制というものを整備しておりますし、その中ではしっかりやっていきますし、また、大村議員あるいは

与党の方々がお望みであれば、私たちはきっちりそういう修正協議も行ってまいります。与党のように修正協議

に応じないというようなことは、もちろんございません。 

○大村委員 要は、二段階といったって、皆さんが考えている包括法というのはまだ四年先なんですね。だから

これはそのままずっと残してしまうということなんでしょう。積み残しと言われましたけれども、平たく言って、

目こぼしをした、法案のミスだということなんですね。その点は指摘をしておきたいというふうに思っておりま

す。 

 もうどんどん時間が参りますので、次に進んでいきたいというふうに思います。 

 さらに申し上げますと、負担能力についてでございます。 

 利用者負担につきましては、民主党さんではその点についてはさわっておりません。したがって、扶養義務者

の負担能力を残したままということなんですね。例えば、身体障害者福祉法の十七条の四、居宅生活支援費の額

というのを見るところで、その二項の二号で「身体障害者又はその扶養義務者の負担能力に応じ、」ということを、

それはほかの法律にもすべて、知的障害者福祉法、こういうものに全部そういう扶養義務者の負担能力というの

が書かれておりますが、それはそのままになっておる。 

 本人以外の負担能力を勘案するということは、障害者の自立の観点からやはり問題が多いということを民主党

さん自身が主張されてこられたというふうに私は認識をいたしております。そういった意味で、我々は、さきの

法案審議の際に、特に親兄弟のところの負担能力とは切り離しましょうということも決めさせていただいたとい

うことだと思います。そういう意味で、今までの、本人の負担能力で見るべきだということを主張されてきた、そ

のことと、今回この点について一切さわっておられないということについて、今までの民主党さんの主張とはこ

れもやはり矛盾をするというふうに私は思いますけれども、その点についていかがお考えか、お聞きをしたいと

思います。 

○山井議員 一言、先ほどの大村議員の理解に誤解があったのではないかと思いますので、つけ加えさせていた

だきますと、私たちは、与党の方々が知的障害者の部分、児童デイの部分を修正すべきというふうに合意してく

ださるならば、早急に合意する用意はございますので、四年間先送りということではございません。加えさせて

いただきます。 


